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2023 年 9 月 2 日（土）午前 9 時 30 分 

 

２０２３年度春夏 再チャレンジプログラム（３/４） 

作成：中野知美 

 

１ 憲法の論述について 

□ 憲法の人権の仕組みを把握することからスタートする。 

 

□ 判例通説を押さえる 

 

□ 自分とは異なる立場に気を配る。 

 

□ メリハリをつける。 

 

 

 

＜憲法課題＞ 

［問］ 

A のためにどのような憲法上の主張を行うことができるか。 

 

→憲法２５条と１４条の問題 

 

＊憲法２５条 
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第２５条 すべて国民は、健康で文化的な最低限度の生活を営む権利を有する。 

② 国は、すべての生活部面について、社会福祉、社会保障及び公衆衛生の向上及び増進に

努めなければならない。 

 

「児童扶養手当法４条が、父子家庭にも児童扶養手当を支給するという立法措置をとらな

かったことが、A の生存権（２５条）を侵害し違憲」 

 

＋論ずべきポイント 

 

① 憲法２５条に裁判規範性が認められるか 

  →抽象的権利説：それを具体化する法律によってはじめて具体的な権利となる 

 

② 「最低限度の生活」を下回っているか否か 

  →最高裁昭和 57 年 7 月 7 日判決（堀木訴訟） 

 憲法二五条一項は「すべて国民は、健康で文化的な最低限度の生活を営む権利を有する。」

と規定しているが、この規定が、いわゆる福祉国家の理念に基づき、すべての国民が健康で

文化的な最低限度の生活を営みうるよう国政を運営すべきことを国の責務として宣言した

ものであること、また、同条二項は「国は、すべての生活部面について、社会福祉、社会保

障及び公衆衛生の向上及び増進に努めなければならない。」と規定しているが、この規定が、

同じく福祉国家の理念に基づき、社会的立法及び社会的施設の創造拡充に努力すべきこと

を国の責務として宣言したものであること、そして、同条一項は、国が個々の国民に対して

具体的・現実的に右のような義務を有することを規定したものではなく、同条二項によつて

国の責務であるとされている社会的立法及び社会的施設の創造拡充により個々の国民の具

体的・現実的な生活権が設定充実されてゆくものであると解すべきことは、すでに当裁判所

の判例とするところである（最高裁昭和二三年（れ）第二〇五号同年九月二九日大法廷判決・

刑集二巻一〇号一二三五頁）。 

 このように、憲法二五条の規定は、国権の作用に対し、一定の目的を設定しその実現のた

めの積極的な発動を期待するという性質のものである。しかも、右規定にいう「健康で文化

的な最低限度の生活」なるものは、きわめて抽象的・相対的な概念であつて、その具体的内

容は、その時々における文化の発達の程度、経済的・社会的条件、一般的な国民生活の状況

等との相関関係において判断決定されるべきものであるとともに、右規定を現実の立法と

して具体化するに当たつては、国の財政事情を無視することができず、また、多方面にわた

る複雑多様な、しかも高度の専門技術的な考察とそれに基づいた政策的判断を必要とする

ものである。したがつて、憲法二五条の規定の趣旨にこたえて具体的にどのような立法措置

を講ずるかの選択決定は、立法府の広い裁量にゆだねられており、それが著しく合理性を欠

き明らかに裁量の逸脱・濫用と見ざるをえないような場合を除き、裁判所が審査判断するの
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に適しない事柄であるといわなければならない。 

 そこで、本件において問題とされている併給調整条項の設定について考えるのに、上告人

がすでに受給している国民年金法上の障害福祉年金といい、また、上告人がその受給資格に

ついて認定の請求をした児童扶養手当といい、いずれも憲法二五条の規定の趣旨を実現す

る目的をもつて設定された社会保障法上の制度であり、それぞれ所定の事由に該当する者

に対して年金又は手当という形で一定額の金員を支給することをその内容とするものであ

る。ところで、児童扶養手当がいわゆる児童手当の制度を理念とし将来における右理念の実

現の期待のもとに、いわばその萌芽として創設されたものであることは、立法の経過に照ら

し、一概に否定することのできないところではあるが、国民年金法一条、二条、五六条、六

一条、児童扶養手当法一条、二条、四条の諸規定に示された障害福祉年金、母子福祉年金及

び児童扶養手当の各制度の趣旨・目的及び支給要件の定めを通覧し、かつ、国民年金法六二

条、六三条、六六条三項、同法施行令五条の四第三項及び児童扶養手当法五条、九条、同法

施行令二条の二各所定の支給金額及び支給方法を比較対照した結果等をも参酌して判断す

ると、児童扶養手当は、もともと国民年金法六一条所定の母子福祉年金を補充する制度とし

て設けられたものと見るのを相当とするのであり、児童の養育者に対する養育に伴う支出

についての保障であることが明らかな児童手当法所定の児童手当とはその性格を異にし、

受給者に対する所得保障である点において、前記母子福祉年金ひいては国民年金法所定の

国民年金（公的年金）一般、したがつてその一種である障害福祉年金と基本的に同一の性格

を有するもの、と見るのがむしろ自然である。そして、一般に、社会保障法制上、同一人に

同一の性格を有する二以上の公的年金が支給されることとなるべき、いわゆる複数事故に

おいて、そのそれぞれの事故それ自体としては支給原因である稼得能力の喪失又は低下を

もたらすものであつても、事故が二以上重なつたからといつて稼得能力の喪失又は低下の

程度が必ずしも事故の数に比例して増加するといえないことは明らかである。このような

場合について、社会保障給付の全般的公平を図るため公的年金相互間における併給調整を

行うかどうかは、さきに述べたところにより、立法府の裁量の範囲に属する事柄と見るべき

である。また、この種の立法における給付額の決定も、立法政策上の裁量事項であり、それ

が低額であるからといつて当然に憲法二五条違反に結びつくものということはできない。 

 以上の次第であるから、本件併給調整条項が憲法二五条に違反して無効であるとする上

告人の主張を排斥した原判決は、結局において正当というべきである。（なお、児童扶養手

当法は、その後の改正により右障害福祉年金と老齢福祉年金の二種類の福祉年金について

児童扶養手当との併給を認めるに至つたが、これは前記立法政策上の裁量の範囲における

改定措置と見るべきであり、このことによつて前記判断が左右されるわけのものではな

い。） 
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＊憲法１４条 

第１４条 すべて国民は、法の下に平等であつて、人種、信条、性別、社会的身分又は門地

により、政治的、経済的又は社会的関係において、差別されない。 

② 華族その他の貴族の制度は、これを認めない。 

③ 栄誉、勲章その他の栄典の授与は、いかなる特権も伴はない。栄典の授与は、現にこれ

を有し、又は将来これを受ける者の一代に限り、その効力を有する。 

 

＊目的手段審査 

①精神的自由ないしはそれと関連する問題について平等原則違反が争われる場合には、原

則として、立法目的が必要不可欠なものであるかどうか、立法目的達成手段が是非とも必要

な最小限度のものかどうか 

②経済的自由の積極目的規制について平等原則違反が認められる場合には、国会に広い裁

量が認められるので、立法目的が正当なものであること、目的と手段との間に合理的関連性

が存在すること 

③経済的自由の消極目的規制については、立法目的が重要なものであること、目的と手段と

の間に実質的な関連性が存在すること 

 

 

＊区別に係る合理的理由の有無を問うもの 

最高裁昭和 57 年 7 月 7 日判決（堀木訴訟） 

次に、本件併給調整条項が上告人のような地位にある者に対してその受給する障害福祉年

金と児童扶養手当との併給を禁じたことが憲法一四条及び一三条に違反するかどうかにつ

いて見るのに、憲法二五条の規定の要請にこたえて制定された法令において、受給者の範

囲、支給要件、支給金額等につきなんら合理的理由のない不当な差別的取扱をしたり、ある

いは個人の尊厳を毀損するような内容の定めを設けているときは、別に所論指摘の憲法一

四条及び一三条違反の問題を生じうることは否定しえないところである。しかしながら、本

件併給調整条項の適用により、上告人のように障害福祉年金を受けることができる地位に

ある者とそのような地位にない者との間に児童扶養手当の受給に関して差別を生ずること

になるとしても、さきに説示したところに加えて原判決の指摘した諸点、とりわけ身体障害

者、母子に対する諸施策及び生活保護制度の存在などに照らして総合的に判断すると、右差

別がなんら合理的理由のない不当なものであるとはいえないとした原審の判断は、正当と

して是認することができる。また、本件併給調整条項が児童の個人としての尊厳を害し、憲

法一三条に違反する恣意的かつ不合理な立法であるといえないことも、上来説示したとこ

ろに徴して明らかであるから、この点に関する上告人の主張も理由がない。 

 

最高裁平成 25 年 9 月 4 日判決 
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 憲法１４条１項は，法の下の平等を定めており，この規定が，事柄の性質に応じた合理的

な根拠に基づくものでない限り，法的な差別的取扱いを禁止する趣旨のものであると解す

べきことは，当裁判所の判例とするところである（最高裁昭和３７年（オ）第１４７２号同

３９年５月２７日大法廷判決・民集１８巻４号６７６頁，最高裁昭和４５年（あ）第１３１

０号同４８年４月４日大法廷判決・刑集２７巻３号２６５頁等）。 

 相続制度は，被相続人の財産を誰に，どのように承継させるかを定めるものであるが，相

続制度を定めるに当たっては，それぞれの国の伝統，社会事情，国民感情なども考慮されな

ければならない。さらに，現在の相続制度は，家族というものをどのように考えるかという

ことと密接に関係しているのであって，その国における婚姻ないし親子関係に対する規律，

国民の意識等を離れてこれを定めることはできない。これらを総合的に考慮した上で，相続

制度をどのように定めるかは，立法府の合理的な裁量判断に委ねられているものというべ

きである。この事件で問われているのは，このようにして定められた相続制度全体のうち，

本件規定により嫡出子と嫡出でない子との間で生ずる法定相続分に関する区別が，合理的

理由のない差別的取扱いに当たるか否かということであり，立法府に与えられた上記のよ

うな裁量権を考慮しても，そのような区別をすることに合理的な根拠が認められない場合

には，当該区別は，憲法１４条１項に違反するものと解するのが相当である。 

 

最高裁平成 19 年 9 月 28 日判決 

国民年金制度は，憲法２５条の趣旨を実現するために設けられた社会保障上の制度である

ところ，同条の趣旨にこたえて具体的にどのような立法措置を講じるかの選択決定は，立法

府の広い裁量にゆだねられており，それが著しく合理性を欠き明らかに裁量の逸脱，濫用と

みざるを得ないような場合を除き，裁判所が審査判断するのに適しない事柄であるといわ

なければならない。もっとも，同条の趣旨にこたえて制定された法令において受給権者の範

囲，支給要件等につき何ら合理的理由のない不当な差別的取扱いをするときは別に憲法１

４条違反の問題を生じ得ることは否定し得ないところである（最高裁昭和５１年（行ツ）第

３０号同５７年７月７日大法廷判決・民集３６巻７号１２３５頁参照）。 

 

 

＊母子家庭のみを対象としていることの合理性について考えてみましょう 

 

 


